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⑭⑪L（⑭蝸嚇y⑪f臓e）産業論

～島根県ほおける地域経営と産業政策～

富　　野　　曄一郎

はじめに

　島根県における地域経営を議論する上で、東呆一極集中の裏返しとしての過

疎問題は前提条件であり、確かに過疎や産業基盤の脆弱性なとに起因するこの

地域のさまさまな課題は、本質的に日本の局度経済成長の過程における国家レ

ベルの国土開発魯産業政策によって必然的にもたらされた日本の社会経済シス

テムの二重構造が島根県において典型的にあらわれたものであった。その意味

において、これまで実施されてきた県内における産業政策や地域活性化対策そ

して農業振興政策にもかかわらず地域の発展が困難であったのは、日本社会全

体の構造が主な要因であり、地域における諸政策の効果には限界があったため

と考えられる。

　しかしそのような構造要因は90年代以降急速に消失しっつあり㌻その結果島

根県は現在新たな危機と新たな機会を目の前にして、従来とは異なる基盤に立っ

た地域経営戦略の構築を迫られている。

90年代に入って、日本の局度経済成長を主導し支えてきた第2次産業における

ボーダレス化⑧空洞化が、国際情勢の激変の影響も受けて決定的に進行するこ

とによって、従来の産業経済システムはその存立基盤を失い、日本全体の社会

システムの再構築が政治⑧行政⑧金融⑧産業活動のすべての面にわたって急速

に進行しようとしている。

　そのなかで、県内における地域政策は、局度経済成長期における中央政府麿

公共事業依存と企業誘致を組み合わせる追随型地域振興や、中山間地域におけ

る自立的かっ狭域的な地域経営戦略によって地域社会の維持発展を導き出す方
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法論に閉塞し、県内においては、成熟化した社会纏済状況を背景に集中から分

散⑧分権へと新たな社会システムに転換しっっある日本社会の動向に適合した

新たな地域経営政策を独自に展開する必要性がいまだ1こ十分認識されていない。

　本稿は、日本の社会システム転換の方向と関連して島根県における地域経営

を議論する基礎条件を明確にした上で、求められる新たな産業政策を北欧にお

ける開発指向型中小企業の事例と島根県内中小企業の事例に即して論じ、最後

に若年人口定住化政策の具体例の検討を通じて産業政策と中山問地域を含む統

合的地域経営にっいて考察し、地域経営と産業政策を統合的に議論する新たな

枠組みを提案する試論である。

第1章地域産業政策を考察するための基礎条件

1）「地域」概念の変化とグ回一カリズム

　地域の産業政策と言う場合、まず本稿で「地域」とは何を指すのかを明確に

しておきたい。ここで扱う「地域」は、ほとんどの場合行政単位としての島根

県を指しているが、その意味内容は行政単位としての地域にとどまるものでは

ない。

　従来「地域」には、生活単位としての地域：COmmunity（字、大字など）、

広域的行政単位としての地域一reg1On（都道府県、広域行政圏）、ある特別な

性格付けができる国家よりも小さい単位としての地域＝1oca1area（関東地方、

中国地方など）、ある特別な性格付けができる国家よりも大きい単位としての

地域＝reg1on（ヨーロッパ、東南アジア）なとの多様な意味があったが、80年

代以降新たな「地域」概念が登場してきたと考えられる。それは特に国際社会

における冷戦後の東西関係やヨーロッパ統合の裏側で進行している分権型国際

社会への指向を反映した、下位地域＝sub－regionu，や越境的ネットワーク：cross

border　networkと呼はれる、国境を超えた自治体（および地域社会）の国際

広域共同体としての「地域」である。

　本稿で島根県を「地域」と呼ぷ場合、実は日本国内の広域的行政システムと



QOL（Qua1ity　of　Life）産業論 3

しての島根県と、国際社会において国家とは異なる立場から国際社会に対して

活動を展開する自治体の国際ネットワークとしての「地域」の一部としての島

根県との2つの地域概念が含まれていることをあらかじめ明確にしておきたい。

　ここでそのような地域概念を導入したのは、地域経営はもはや国家の政策に

みに従属すればことたりる時代ではなく、自治体が国際社会の動向を積極的に

受け止めて独自の政策を構築し地域社会の維持と質的向上を進めて行かなけれ

ば地域社会の経営自体が成り立たない時代になることが予測されるからである。

　80年代以降、地域経営や地域の産業政策に対して、国際社会の産業経済活動

の動向や政治状況が無視できない影響を持つようになってきている。それは日

本の経済大国化と貿易黒字の一方的な蓄積に伴い、経済成長過程で温存されて

きた日本の市場の閉鎖性に対する国際的な批判がいわゆる経済戦争にまで高まっ

て、市場開放が単に貿易黒字の当事者である製造業だけでなく、農業⑧サーヒ

ス⑧金融などあらゆる産業分野に及んだことによって、地域社会の住民の生活

が国際社会における動向によって直接左右される度合が強まり、極めて不安定

な状況に置かれるようになったからである。

　端的に言えば、地域社会の経済は、今や国家を超えて直接国際社会と向き合っ

てしまっており、今後の地域経営は従来の一極集中⑱過疎という国内問題と同

時に、国際経済の過酷な市場経済原理による地域産業への影響やチャンスの獲

得をも視野に入れなけれはならない状況にある。すでに農業製晶の自由化は県

内すべての自治体に深く長期的な影響を与え農業経営をより不安定にしている

し、県や市町村による企業誘致が産業の空洞化によってほとんと成果を上げら

れない状況にあるのも、バブル経済の後遺症というよりも日本経済の国際化爾

空洞化が主因である。

　国際社会全体の動向が地域社会と分かち難く結び付いてしまっている状態は

経済分野だけに見られる現象ではない。環境⑱情報⑧資源なと人類の活動すべ

てにわたって、地球規模の動きが地域社会における住民生活や社会システムの

運営に直接的な影響を及ぼしているという意味で、国際社会と地域社会との直
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接的な結合は現代社会の一っの重要な構造（クローカル構造）である。②一3，

　それでは、なぜこれほと国際社会と地域社会が国家を超えて連動する時代に

なったのだろうか。また特にベルリンの壁の崩壊以来、国際社会において国家

主権の揺らぎが論じられNGO活動や国際活動における分権の重要性が強調さ

れるのだろうか。ω舳

　その第一は、世界のクローバル化による主権国家システムの基盤喪失である。

第二次世界大戦後急速に進展した、科学技術革命とそれに伴う産業経済システ

ムの地球規模への巨大化によって、ヒト⑧モノ⑧カネ⑳情報の動きはすべてグ

ローバル化し、特に冷戦の終焉後、文字どおり世界はくまなく市場経済システ

ムに呑み込まれた。その結果、国益の擁護がすべての前提である主権国家が世

界をコントロールする能力を実質的に喪失する一方で、世界における諸活動の

進展やクローハルな価値観による課題の解決に国家の存在が障害になる事態が

頻発して、近代以来世界を支配していた主権国家システムが根底からの転換を

迫られ、世界はボーダレス化しっっある。通貨政策やインターネット規制に示

される国家の限界性は、至る所で問題解決能カを喪失し揺らく主権国家システ

ムの一つの現われであり、8月のパリサミットで初めてグローバリズムという

キーワートが使われて、主権国家の代表者たちでさえ国際社会が相互依存関係

でしか動かなくなっていること（グローバルリンク）を認めたことは象徴的で

ある。

　また、小松㈹によれば、ロシア周辺における下位地域協力の一っの側面とし

て、旧ソ連に属していた新興独立国における政治的経済的に不安定な状況が、

国家とは別の社会システムヘの依存を強め結果的に国家システムの相対化をも

たらしていることが指摘されている。つまり旧ソ連圏を中心に、国家自体が過

渡期的相対的な存在であることが世界各地域において日常化し、イスラムとし

てのアイテンティティや経済共同体なとの非国家的契機が国家思識よりも優越

する状況がある。

　さらに、国際社会において、発展途上国や低開発国における開発援助が、経
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済成長への支援に片寄って行われた結果南北問題を固定化させ南側の債務超過

を深刻化させた失敗に学んで、南側の地域社会における自律的社会発展をもた

らす社会開発のための援助に転換しっっあることから、地域住民生活に密着し

た民間援助を展開してきたNGOと地域社会の運営を住民に最も近いところで

直接担当している地方政府の両者の国際社会における役割を評価し、国家がそ

れらの行動を支援する方向に転じることが90年代の主流になってきている。

181側

　主権国家システムを動揺させボーダレス化をもたらしたこれらの流れは、現

代の課題に対応した新しい世界システムを構成するアクターを国際社会に登場

させっっある。

　国家の主権を、，国家を越えた広範囲なリージョンや世界全体を対象とするE

Uや国連のような国際機関として吸収し抑制する「超国家」、排他的支配権と

しての主権を抑制され限定的な機能を果たすように変身しつつある「機能国家」、

民生や地域社会の経営にかかわる「地方政府」、そして経済活動にかかわる

「企業⑱資本」と、人類共通の利益を個人のレベルから追及する「地球市民⑧

NGO」の5つのアクターがそれである。

　．「グローカル構造」とは世界がこれらのアクター間の多様な協調と競合の組

み合わせによって動的に動かされる重層的な世界構造であり、とのアクターも

がグローカルな関係性のなかでしか自らの行動を決定することができないのが

この新しい世界システムの基本理念なのである。

　したがって、グローカルな世界にあっては、「地域」の経営や活性化に関す

る政策は国内の政治経済動向だけでなく、国際社会における国際機関や国家、

そして国際的な産業の動向や自治体およびNGOの国際活動など、国際社会に

おけるあらゆるアクターの動向を踏まえて議論し立案しなければならないので

ある。

ところで島根県のおかれている国際的な「地域」として最も現実性があるの
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は環日本海圏である。環日本海地域に属する島根県としてその地域政策を議論

するために必要な国際認識には何が必要なのだろうか。まず環日本海圏自体の

特性と環日本海地域を取り巻くより広い国際情勢について考慮すべき点を若干

挙げておく。

＊環日本海圏の特性：

（1）日本海が閉鎖水域であるため環境的一体性が強く、環ハルト海型ネットワー

　クの可能性がある。

（2）中国東北部を除いて人口が少ない過疎地域であり、域内における大量生産⑧

　大量消費に向いていない。

（3）水産資源を除き自然資源やエネルギー資源の供給増が期待されている。

（4）発展段階の違う地域が混在しており水平分業の可能性がある。

（5）冷戦構造の残存と国家間の法的社会的協調体制の不備が地域の不安定感を

　もたらし、産業経済活動の活性化を妨げている。

（6）域内の情報インフラ整備が決定的に遅れているため国境を超えた民間活動

　が困難である。

＊環日本海圏を取り巻く国際情勢：

（1）アジアの域内経済の自立と成長が21世紀に入っても続く可能性が高く、そ

　の影響は環日本海など周辺部に及ぷ。

12）長期的には中国とインドの巨大市場の成長と成熟を視野に入れる必要があ

　る。

（3）アジアにおける国家連合　　（AU？）の可能性とEU型地域政策（越境的自

　治体ネットワークヘの直接支援）の可能性。

（4）欧米における環境型産業への転換とISO環境基準の非関税障壁化の可能性

2）国内の経済社会動向

島根県の地域社会に影響を与える産業としては、従来から政府の公共支出や
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公共事業関連の産業が大きな比重を占めておりo⑯、ハフル崩壊後は企業活動が

低調であったことも手伝って、島根県経済は公共事業依存を強めている。しか

し日本社会の構造転換が進行しつつある中で、公共依存度が高い地域経済は中

長期的低迷期に入ることは明確であろう。

　戦後続いてきた成長型経済が完全に終息したこと、にもかかわらず経済大国

化によって日本社会全体が世界の動きにより深く組み込まれ（グローバルリン

ク）て、産業活動や企業経営の環境はより厳しくならざるを得ないこと、そし

て日本社会の急速な高齢化と少子化が進んでいることの3点について、その内

容を地域産業政策の視点から分析してみよう。

（成長型経済の終焉）

　成長型経済の終焉によって、日本社会のあらゆる面で制度疲労といわれる現

象が顕著になり、社会システムの組み替えが急務になっている。地域産業に与

える影響も非常に広範囲であるが、その内容に関する議論は既に広くなされて

いるので、ここでは項目的に整理するに留めておきたい。

＊1経済成長の停滞による都市部での雇用の低迷と人口吸収力の低下に伴う、

　　地方における人口増加傾向への反転と雇用機会低迷のミスマッチ。㎝

＊2国家財政の窮迫と公共事業量の長期的低下によって、国家プロジェクトに

　　よる基盤整備の速度が低迷し、また重点配分化や地元負担の増高が現実化

　　する可能性が高い。

＊3大規模工業団地⑧再開発などの開発行為への需要の減退。

＊4開発型企業、中小企業の産業政策における比重の向上。

＊5生産技術先行から生活技術開発への転換

（グローバル化の影響）

　産業活動が国際化することによって、経済はヒト竃モノ⑧カネ働情報のすべ

てがグローバル化し、地域社会はこれまでになく直接的にその影響をかぷって’
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いる。しかしながらその逆に新たなビジネスチャンスが開けてきていることも

忘れてはならない。

＊1国際競争力のない製造業⑧農業の淘汰や空洞化の進行と、それを支えてい

　　た技術技能の消失。

＊2大規模輸出型産業構造から、国際水平分業への移行による輸出入構造の変

　　化。

＊3情報産業、サービス業など、高付加価値化やポストインダストリアル化へ

　　の指向。

＊4アジア⑱太平洋経済圏綱環日本海経済交流圏など自治体による国際経済圏

　　形成への動き。

＊5雇用形態の流動化と給与システムの多様化の進行による労働者の流動性の

　　高まり。

（高齢化と少子化の影響）

　島根県は高齢化が全国的にみて最も早く進んいる地域の一っであり特に過疎

の中山間地でその傾向が顕著である。この傾向が続けば中山間地域における地

域社会の崩壊と無人化は加速度的に進む可能性がある、また少子化は、一般的

には若年者の流出率を下げる要因ではあるが、逆に義務教育施設の維持運営が

困難になるなと、過疎地域における基本的な生活条件の欠落に直結する場合が

多い。

　中山問地における農業は、輸入自由化によって最も影響を受ける部分であり、

今後は農業プロパーの経営基盤の整傭にととまらず、少子化に対応した雇用創

出なとを含む抜本的な政策の改革がなけれは、少数の例外を除いて危機的な状

況は止められないであろう。

　一方で、都市部における中小企業を中心とする製造業の後継者不足も同じ構

造要因を抱えて衰退局面に入っている。しかし近年ようやくひろく認識される

ようになったことであるが、製造業、特にその基盤となる中小企業の活力なく

して経済の自律的活性化は不可能であり、サーヒス業や金融や情報なとに若年
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人口が集中する状況を変えるための総合的な政策が求められている。

　過疎地における農林水産業や製造業における中小企業など、従来の産業政策

ではどちらかといえば日の当たらない分野が、日本社会の構造転換に際して再

生し若年層を吸収して社会全体の基盤を支えることが今求められているのであ

る。

3）目本海国土軸と環目本海圏

　以上の論点を踏まえ、日本海国土軸と環日本海圏を地域産業の視点から位置

付けてみたい。

　現在策定作業の大詰めを迎えている五全総（第五次全国総合開発計画）は、

日本の国家による大型公共投資が可能な最後の期問をカバーしているといわれ

ている。ところが当初は、バブル経済崩壊の深刻さが十分理解されていなこと

もあって、成長型経済システムからの転換を国土開発がどのように表現するべ

きかについて十分な認識がなく、アジァとの共生をまったく視野に入れないま

ま多極分散型の国土開発が検討されて、骨格的な国土軸よりも、地域連携軸と

言われる広域フロックの連携を主体とした地域開発整備に重点がおかれていた。

　その後阪神大震災でハイパス機能が重視されるにいたって、日本海国土軸構

想がようやく注目を浴びることになったが、明治以来太平洋を向いて欧米追随

一辺倒できた日本の歴史を転換させ、日本海を表玄関にしたアジアとの共生の

基本インフラとしての日本海国土軸の戦略的位置付けをしようとする意識はい

まだに充分とはいえない。

　世界の成長センターであり、かつ21世紀にかけて巨大な人口をかかえたイン

ドが参入するであろうこの地域に対して、日本がどのような貢献をし資源や食

料の確保をするかは、日本の将来にとって重要であるばかりでなく、日本海を

通じてアジァと直面している日本海側の地域全体にとっては、地域社会の崩壊

をくいとめ適正な人口およぴ産業配置に基っく活カある地域形成を政策化する

上で死活的な問題である。

　アジアの東北部にあって、資源エネルギー⑧物流⑧環境保護⑧国際的地域間
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協カプロジェクトなどを通じた多くの地域活性化の可能性が期待されている環

日本海交流が地域レヘルで本格的に展開されるためには、日本海沿岸の自治体

が競合や施策の総花化を克服し、人材や地域資源が地域問の協力と役割分担を

通じて有効に活用するための基礎条件であることを認識して、ヒト⑧モノ⑧カ

ネ⑧情報のすべてが流通し共有される骨格的高速道の整備を急がなければなら

ない。

　日本が明治以来追及してきた中央集権システムによる急速な近代化と、太平

洋ベルト地帯を中心とする輸出主導型産業構造の形成の歴史を方向転換させ、

アジアとの共生を主軸にした多極分散型の国づくりを実現するためには、日本

海国土軸と環日本海交流を軸とする日本海側の地域基盤整傭および水平的国際

分業を前提とした新たな概念に基づく地域産業の形成によって、日本海側が活

力のある自立した経済圏を確立することが最も基本的な要件になるだろう。

（1盾瀬宏編『下位地域協力と転換期国際関係』（有信堂、1996年）

（2）『日経ビジネス』（1988年9月／26号）

　クローカルという言葉は、この日経ヒジネスが初出の和製英語であるが、経済学用

　語を超えてすでに社会科学全体に通じる用語として英語でも定着している。

（3）富野曄一郎「政治改革論議に何が欠けているか一グローカリズムの視点から」『世

　界』（岩波書店、1993年7月号67頁）

14魔野祐三「ローカルイニシアティブ」『中公新書』（中央公論社、1995年2月）

（5）M1chae1Shuman「Towards　a　G1oba1V111age」（P1uto　Press，1994）

（6）富野曄一郎「グローカリズム宣言」『受験ジャーナル』（実務教育出版、1995年8月

　号一1996年7月号）

（7）小松久男「試練のなかの中央アジア5カ国」『百瀬宏編、下位地域協力と転換期国

　際関係』（有信堂、1996年）

（8）1995年9月、ハーグで開催された国際自治体連合（IULA）の基調報告でオランダの

　地域開発相は住民に近い自治体による国際協力の重要性にっいて論じ、オランダ政

　府の自治体国際活動に対する政策体系を説明した。

（9）Gerr1t　Jan　Schepほか「Loca1Cha11enges　to　G1oba1Change」『IULA』（S
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　du　Pub1ishers，1995年）

（1⑰大蔵省中国財務局編『中国地方経済統計年表平成8年度版』34頁

（11）長石健「人口回帰の動きみられる山陰の人口動態」『山陰の経済』（山陰経済経営研

　究所、1996年8月号）

第2章島根県の産業政策の方向性

　さて、それでは島根県における地域産業政策はとのような方向で構築される

べきであろうか。

　第1章において検討した内容に即して；…えは、まず世界のクローカル化の流

れを積極的に受け止める国際的地域連携に対応し、第二に日本杜会の成熟化に

よる産業システムの転換を地域の発展の契機として捉え、そして第二に中央政

府依存を低減し島根の地域特性を生かす自律的なものでなくてはならないはず

である。

　ここでは、これらの方向性を現実化するために検討すべき課題と、整備すべ

き産業基盤について検討する。

て）地域間競争と目本海沿岸地域連携軸の形成

　山陰地方では、最近でこそ宍道湖箇中海をめぐる県の行政区域を超えた広域

都市間連携が動きだしているがoa、島根⑧鳥取両県の行政⑧住民相互の対抗意

識がいまだに強く、日韓国際航空路線問題で両県が熾烈な誘致合戦を展開した

例に典型的に見られるように、隣接する地域が役割分担することなく同じ様な

事業を競いあって進めることが少なくない。このことは単に島根烏取両県の間

だけで起きていることではなく、日本海側の各県および都市相互での連携が円

滑に進まず、地域ごとに政策のセットを総花的に展開する非効率的な投資が少

なくない。

　環日本海交流に関しても交流の形態が欧州においてはすでに相当実績が上がっ

ている自治体の国際共同組織ではなく、国際自治体連合（IULA）が伝統的で初
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歩的な自治体の国際活動段階と分類しているo黎2地域問の単線的な交流が主流

であった。そのために、環日本海地域が主体となる東北アジアの開発や環境保

護に関して、関係する各国の地域社会がどのように役割分担をしまた協力する

のかを協議する全体的な機関もいまだに存在しない。わずかに、1996年9月に

発足した北東アジア自治体連合が、参加自治体の数は現状ではまだ少ないもの

の、自治体の国際ネットワーク形成への第一歩を踏み出したものとして評価さ

れる程度である。血⑩

　それぞれの地域が相互に競争し刺激しあって、住みよく活力のある地域社会

を実現することは望ましいことではあるが、今後日本海国土軸の対象地域とな

り、環日本海地域における国際連携をとおして21世紀における日本のアジァ政

策のフロントとしての機能を果たすことが期待される日本海側の諸地域として

は、国の財政事情が厳しくかっ地域としての財政力など基礎体カが弱いなかで、

二重投資を避けて広域的な地域問連携によって役割分担を進め、地域特性を相

互に利用しながら効率的に地域づくりを進めるための条件整傭を急がなげれば

ならない。このことはとりわけ財勢力が弱く過疎地域がほとんどを占める山陰

地域にあっては政策の優先順位をより厳しく精選し広域的連携を積極的に展開

することが求められていることを意味するだろう。

　それでは広域的な地域間連携は何によって可能になるのであろうか。島根県

内のみならず日本海沿岸の諸地域⑧都市の間は、いわゆる’’時問距離’が極端

に大きく、ほとんどの場合、東呆が最も身近な「近隣都市」になっていると言っ

ていいほとである。これは日本の局度経済成長を達成するためには、交通イン

フラを大都市圏1太平洋ベルト地帯、とりわけ東県首都圏に集中的に整備する

必要性があり、また地方の側にとっても局度成長でふくらむ政府予算を地元に

導入するために中央と直結することにそれなりの合理性があったためである。

しかし、その結果日本海側の地域亀都市は、国家による成長型め資本投下から

疎外されて地域経済の発展が遅れただけでなく、地域相互の連携と役割分担よ

りも、弱い体力を振り絞って総花的な政策メニューを競いあう、地域問対抗．
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競争の体質が定着することになり、その体質は現在まで続いて地域間連携を難

しくしている。

　しかし高い経済成長が終息し中央との直結が地域社会にとってはむしろ国家

財政の危機による影響をより強く結果する事態になった現在、中央の財政に依

存して総花的な地域間競争を展開してきた地域が、相互の時間距離を短縮する

ことによって有機的な地域問連携を強化しそれぞれの役割分担にしたがって集

中投資の比重を上げて効率的な行政運営を実現する方向に向かうのは自然で望

ましい流れであろう。

　地域間連携の基本は、ヒト（交流人口の増大）紬モノ（物流とエネルギー）璽

カネ（産業経済の役割分担⑧資本や消費および財政の移転など）⑧情報（地域

ポテンシャルの顕在化と相互理解）における高遠かっ大量で安定した相互流通

基盤の確保である。ここに述べた4っの基本条件を満たす手段としては、新幹

線爾高速道路爾高度情報ネットワークなどいくっかの選択枝がありうるが、日

本海沿岸全域にわたる骨格的高速道路の整備のみがすべての条件を満たす唯一

の現実的選択枝である。

　五全総に盛り込まれる予定の日本海国土軸をアジァとの共生に向かう日本の

戦略的最優先課題と位置付けて、その効率的な具体化のために不可欠な各地域

間の相互連携と役割分担を唯一担いうる日本海沿岸高速道路を、大規模財政投

資が可能な五全総期問中に完成させるべく日本海沿岸自治体が結束して政府の

対アジア政策に影響力を発揮することが求められる。

2）人口集中の反転と「新過疎問題」

　日本経済の成熟化にともなって、東只なと大都市圏を中心とする太平洋ベル

ト地帯における産業構造の空洞化と企業のリストラが進み、製造業を中心とし

て雇用状況が悪化した結果、全国的に農村部からの若年労働者の流出に歯止め

がかかり、逆に人口の流入による社会増が見られる時代に入ったと評価されて

いる。（図1および2）

　この傾向は構造的なものであり、一時的な変動はあるものの、概ね一極集中
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から多極分散型へ日本社会全体の構造転換は緩やかに続くものと考えていいだ

ろう。

　ただし、人口集中に反転現象が見られるといっても、若年層の出身地への就

職のためのUターンが都会における就職難を反映して顕著に増加していること

を除けば、＠⑱地方に向かう人口移動の流れは一様ではなく地域によってむらが

見られ、また出身地や故地に関係なく雇用の内容や生活条件による地域選択が

図1　都道府県別社会動態（90年）

．ン

図2　都遣府県別社会動態（95年）

。。　　1蜜劉　　　，。
紗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　少

　　　　　　　資料　「山陰の経済」96年8月号より

表1　島根圏内産業の新規高卒者雇用吸引力
（単位：％）

, :,* 
,
,
 

., ' t 'J . ~ t , t . ,,. 

~~*~~ ' ' 0.9' o. 6 0.4 02'= ' : ' . 0.4 . ' "'o:4'~ '~ ' 1:o . 'op .. 1 '0.6 

~~ o.o oo 0.0 0.0 o.o 0,0 0,2 0.0 
1 ,o 

?~i~'~:~~:~~l~';~~t~;$~~~ ~~~-'~ "Ir~'*~~_?f"'4J~~st~~ 

~;~~ 7.9 128 1 7.9 1 8.6 ' 17.0 1 7.2 1 8.9 1 6.3 27. 3 

1 .5 1.7 i * * . 1.6 -1 2 0.9 - , 2.0 12 .-1 .6 ' i J3 

~~ ･ ~~~ 1 .6 1 .4 O.g I .1 1 .7 1 .3 0.8 1 .O 3.2 

1 5.2 ' . 1 5.5 15.0 ' 13.1 .10.6 ･ ~ 12.7 ･ ･ 13.7 ' 14.7 : . - 173 

3.2 2.2 1 .5 2.1 0.7 1 .9 1 .6 1 .O 
1 .7 

t-~~~ 66 7.6 7.7 8.2 ･ ･ 10.3 ' -･ 7.1 8.5 ･ 10.2 ' 1 7.6 

/2:~~ ~ 27 2.5 2.1 2.6 3.1 2.2 3.8 3,3 27 

~a)I~ o. 6 0,7 0.3 0.7 0.6 ･ O.9 0.7 ' 0.7 1 .o 

43.6 48.8 sl.o 52.0 49 1 1 s2.4 ' 60.8 56.9 ~t .o 

＝注）就範者総数に占める県内各産業の就鞍者の割合

資料　「山陰の経済」96年8月号より
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起きやすいことに注意しなければならない。したがって、今後は人口流出に悩

んでいた過疎地域を抱える地方が、人口増の流れをいかに自らの地域により多

く受け止め地域の活性化に結び付けるかを競いあう㌻新たな地域間競争の時代

になるといえるだろう。

　さて、島根県においでもこの人口回帰の傾向はみられるが、手放しで喜んで

はいられない要素が2点ある。

　第　は、島根県内では人口回帰を受け止める雇用の伸ぴは、補助起債に支え

られた脆弱な公共事業関連企業にほほ限定されており、内発的な企業活動や農

林水産関係など、地域の自律的発展にとって欠くことのできない産業分野まで

展開されていないために人口回帰の受け皿として非常に不安定な状況にあるこ

とである。（表1）

　第二は、人口回帰を含めた人口増は基本的に松江市およぴ出雲市を中心とす

る県東部の宍道湖周辺部に集中する傾向があり、胴そのことが新たな地域問人

口格差「新過疎問題」を生みだし深刻化させる可能性があることである。

以下この2点について若干検討してみよう、

　＊望ましい雇用の創出について

　島根県における建設業と政府サービス支出の比重は非常に高い水準にある。

（表2）公共事業関連企業の雇用が好調なこと自体は悪いことではないが、中

長期的観点からいえは、それは島根県全体の公共事業依存体質をより深めて、

体力の弱い島根県を再生産する悪循環から抜け出せなくし、経済社会全体が自

律的で内発的な発展をする上で大きな障害になることが予想される。

　しかし一方で、日本の経済が成熟過程に入って新たな大規模設備投資が期待

できず、企業の海外進出で産業の空洞化が急速に進行している現在、従来の工

業団地造成などによる集中的な企業誘致は全国的にもほとんど期待できない状

況にある。（22）特に島根県の場合、工場立地に必要な中小企業群のネットワーク

が殆ど見当たらない不利な条件を背負っていることを考慮すると、出雲周辺な



16

（表2）経済活動別総生産　（大蔵省中国財務局　平成8年度版「経済統計年報」）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位百万円、全国は億円）

島　根　県 鳥　取　県 中国地方 全 国

全　産　業 1，940，793 1，728，192 25，039，528 4，455，439

建　設　業 309，909 232，885 2，766，879 484，390

農 林 78，198 73，316 479，030 80，009

製　造　業 398，286 417，648 7，749，060 1，174，300

サービス業 318，165 297，754 3，720，213 810，382

政府サービス支出 311，026 235，548 249，042 369，878

ど一部地域を除いてむしろ最近は企業の撤退が進み各地の工業団地で空き地が

目立っ現実の方にリアリティがある。（鋤また流通産業にしても洩日本海沿岸の

交通事情の悪い現状のままでは、物流の基礎になる産業活動が弱く後背地人口

に多くを期待できない島根にそれほど多くを期待する段階ではないと考えられ

る。

　したがって、島根の雇用状況を改善する方策は、工業団地造成を伴う従来手

法による企業誘致ではなく、むしろ地域内での起業による自立的雇用創出を目

的としたものでなければならない。

　＊「新過疎問題」をどう解くのか

　人口動態にも明らかなように、島根県における人口増加は、石見部よりは出

雲部、また中山間地ではなく都市部に片寄っている破行性があり、島根県内は

人口回帰のなかで人口増と人口減の両地域に色分けされ引き裂かれる傾向にあ

る。

　一般的に言えば、島根県に回帰する人口は雇用のある地域に張り付く傾向が

あるが、中山問地域における農業経営により厳しい状況が予測される現在、農

村地域も含めた新たな企業立地政策を確立する必要がある。特に農村部におい

て人口回帰による人口増と中山間地における人口確保のための条件整備がかみ

合わなけれは、過疎地域では人口の定着は困難になって無人化し、公共事業だ

けが空回りして農家のない地域に農道が整備されながら、その一方で都市部で
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は後背地人口の減少による地域の衰退が加速してさびれる、都市部も巻き込ん

だ新たな過疎問題が進行することを止められなくなるであろう。

　中山間地における雇用創出は、農村部における定住人口の確保と地域社会シ

ステムの機能維持や高度化、また広大な農村部における環境⑧景観の保全にとっ

て欠くことのできない要件であり、さらに地域がグリーンツーリズムなどと連

動して交流人口を確保するための有利が条件つくりの基本でもある。

　したがって、都市部は人口回帰をすべて呑み込んでその地域の定住人口にす

るべきではない。むしろ回帰した人口を分散して後背地人口増加への流れをつ

くり、周辺部から中枢機能を持つ都市に吸い寄せられる厚い通勤者亀消費者の

層を創出するような、広域開放型で農村部における定住人口が都市部における

昼問人口の相当な部分として機能する都市構造に誘導する政策が必要である。

　以上の議論から、島根県における企業立地政策は、中山間地における定住人

口の確保が可能な効果的な雇用の創出を実現できるものでなければならないこ

とが結論される。

　しかし、このことを実現するためには、現在の公共事業に関する島根県当局

や県民の意識をかなり大胆に転換する必要がある。島根県内では、公共事業の

集中投資を起爆財にして県の経済全体の活性化をはかる伝統的な地域活性化待

望論が見られるが、本提案では、県全体の均衡ある発展を実現するために、公

共投資は、県内全域における成熟社会対応型の起業のための施策と、都市と農

村の共存と役割分担のための開放型都市圏づくりへに向けた基本インフラの徹

底的かつ大胆な整備に向けられるのである。

⑫例えは島根県編「島根県第2次中期計画」の（県土のクラントデザイ；■）において、

　宍道湖中海都市圏は島根鳥取の県喬を越えて、鳥取県米子市を含んで表現されてい

　る。

（⑬Gerr1t　Jan　Schep　前掲書

ω『朝日新聞』1996年9月16日

（151資料　月刊島根の統計平成8年11月号
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第3章新地域産業システムの構築と地域経営戦略

本章では、これまでの議論を踏まえて、島根県における地域経営戦略を新た

な地域産業システムの構築と関連して考察する。

1）「産業政策先端県」を目指せ

　地域産業政策の立案は、現状の分析と将来の社会構造を想定した産業分野の

選択が基本になるが、局度成長期を通じて、政府の産業政策を受けて地域の整

備開発を進めるパターンが一般的であったと言えよう。政府の財政が豊かであ

りかつ大量生産を前提とする製造業の立地が大規模な開発を必要としていた高

度成長期には、地域の産業政策としては政府の施策を受ける形で地域産業の形

成を進めることが確かに合理的であり、また財政規模の小さい地域程それに頼

らざるを得ないという事情があった一面は認めなければならない。

　しかし山陰地方にっいて言えば、大都市および太平洋ベルト地帯への産業の

局度な集積を目的とした国土計画を推進してきた政府の産業政策を受け止めそ

れを地域政策として展開してきたことは、結果として地域の産業基盤を脆弱化

させ公共事業に依存する体制を再生産する悪循環を生み出してきたことは否め

ない。島根県の現在の産業政策も、4全総の「国土の均衡ある発展」論に基っ

く政府の産業政策である地場産業育成、製造業における高付加価値化の推進、

先端産業の導入なとがその基本的な枠組みとなっている。（1Φ

　もちろんそれらの施策は現に島根県においても必要なものであり、かっその

推進については政府の支援が得やすいことは理解できる。しかし、五全総が議

論される中で、早くから多極分散で分権型の国土形成に関するコンセンサスが

一般化していたことを踏まえると、転換期の日本における産業システムは地域

における戦略的産業の選択枝を多様化させる方向に向くことは容易に想定され

るであろう。その場合、地域が自ら地域産業政策を立案しそれを政府に認めさ

せて、自らの責任で豊かな成熟社会を地域から実現していく力量が問われるこ

とになる。っまり、政府の方針に沿ってその時代の先端産業を追いかける「先
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端産業県」であるよりは、先端的な産業政策を自ら発信し日本をリートする

「産業政策先端県」であることが重要になるのである。現行の島根県の産業政

策に欠けているものがあるとすれば、それは個々の政策ではなく、産業政策立

案の基本理念における上に述べたような意味合いでの先端性であり、それに基

っく総合的な地域社会の再編成に向けた政策体系を作り出す意識変革であろう。

2）惰報化の重要性と情報産業の脆弱性

　それでは、島根県が全国に発信できる新たな産業システムとはとのようなも

のであろうか。

　先にも述べたように、島根県は在来型の製造業を新たに根付かせるための条

件に欠けている上、日本全体としても国際分業体制のなかでは賃金格差と生産

技術の国際的移転の進展によって製造業は特殊な分野を除いて不利な条件が長

期にわたって続くことは否定できない。

　一方、先端産業といわれている情報関連産業は、インフラ整備に巨額の投資

が不要であり、若年層の雇用効果が大きいことが期待され、さらに時間距離の

格差が実質上なくなる有利さがあるために㌻通産省のテクノパーク構想など政

府における多様なメニューに乗って、地方にける産業振興の重要な戦略的分野

として全国的に取り組みが進められており、島根県においてもソフトヒジネス

パークを中心とする産業構造の情報化1局度化を推進する体制を精力的に構築

しつつある。（17）

　しかし特に地方における情報産業の振興に関しては、いくつかの問題がある

ことを認識しなくてはならない。

　第1に、情報関連産業はまさに参入が容易で時間距離がほとんと問題になら

ないために、地球規模での過酷な競争に直接さらされており、成功する機会が

非常に少なく、さらに成功が長続きしないために、個別地域レベルで見た場合、

産業といえるほとの規模で確実で安定した企業活動と雇用の確保が期待できな

い可能性が高いことである。
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　第2に、時問距離の問題について書えは、確かに情報伝達の速度は早いがそ

の質にっいては何の保証もないことである。情報ソステムに乗る情報は一部の

特殊なものを除いて実はすでに取捨選択され特定の目的によって加工された2

次情報にすぎない。その意味では情報システムも、ヒューマンコンタクトがし

やすく人材が集積している地域に1次情報が集積する集約的な構造を持ってい

る。いまだに日本の研究者が米国のシリコンバレーに日参しているのも、研究

者の集積や人問関係からもたらされる電子情報化されない情報が、この業界で

は決定的な意味を持っていることを示している。その点からも島根県のような

地方は、情報化の先端から遠いハンディを負っていることを認識しておく必要

がある。

　以上の条件を踏まえれば、島根県の情報化政策は明確に方向付けができるで

あろう。

　その第一は、島根県の大きなハンディであった県外各地だけでなく世界全体

に対する時間距離を縮めるための情報サーヒスを徹底させて、日本全体⑧世界

全体を島根の市場化することで在来の産業の市場を広げ、またそれによって企

業の意識と体質を変革し活力を取り戻させることである。

　第2に、長細い県の地理的特性を克服するため、県内における情報と人材の

結節点でありネットワークの構築拠点としての機能を持つ場を構築し、過疎化

の過程で固定化し閉塞して若年層には息苦しいと感じられている地域社会の人

間関係を、若年層も含めだれもが地域社会に対して発言しアイティァがあれは

それを幅広いネットワークで支えて企業化するような風通しの良い社会風土に

変えていく、社会開発の視点を持った情報政策を展開することである。

　第3に、ソフトヒソネスパーク構想の重点目標となっている開発型企業の育

成や情報産業の支援などに関しては、1次情報を受発信できる人材の確保と育

成に重点を置くことが重要である。

　島根県の情報インフラ整備は大都市圏を除けば比較的高い水準にあると言わ

れている◎島根県としては今後も情報インフラ整備のぺ一スを落とすことなく
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早急に情報ネットワークを中山間地域で利用可能な状態まで整備するとともに、

情報インフラδ活用のための地域産業政策をより深めることが必要である。

3）成熟社会対応型企業ネットワークの構築

　　　　～QOL（Quallty　of　LIfe）産業政策論

　次に島根県の特性を生かし、島根県が他の地域よりも有利な条件で展開する

ことが可能と考えられる先端的な産業システムにっいて考察する。

　まず、島根県で創設することが求められる将来の産業像について、配慮すべ

き事項ををこれまでの議論に即して、今後の日本における産業構造転換の方向

性と、島根県の地域特性の両面から列挙してみよう。

　（1）日本の産業構造転換の方向性から導かれる産業像

　　物的充足の飽和と質的充足への対応

　　大量生産から少量多晶種生産ヘ

　　モノヘの生産設備型投資からヒト⑧局度技術への開発型投資へ

　　生産技術指向から生活技術指向へ

　　地場消費と国際商晶化への2極分化

　　環境⑧福祉㊧健康など成熟社会対応型への消費構造の転換

　（ii）島根県の地域特性から導かれる産業像

　　大規模な財政投資を伴わない小規模で多様な分野への戦略的投資

　　新過疎問題に対応し中山間地への人口流入を可能にする企業⑧雇用の配置

　　知識集約型に特化することを避け情報基盤を活用した開発型技術集約

　　を開発型企業育成以前の地域への人材導入と育成への政策的対応を

　　人材と技術のオンライン／オフラインネットワークの構築による開発加速

　　高齢社会竃豊かな自然環境⑧独特の歴史と風土⑧環日本海圏を通じたアジ

　　　アヘの回路など、地域特性を生かし他の地域との役割分担が可能な産業

　　　構造

　　公共事業依存から民間需要主導への転換を可能とする公共事業政策との連

　　　動
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　ここに掲げた新産業像の特徴は、産業の集積がない島根のような過疎地帯が

絶対的に不利だといわれてきた従来の産業政策とは違い、過去の過重な産業集

積の結果空洞化に対処するための転換に苦しんでいる地域よりも、適当な条件

さえ与えることができれは産業集積の進んでいない身軽で健康的な環境を残し

ている地域の方が、生活の質的向上を求める消費者の二一スに応える新たな産

業構造に対応する可能性が高いことである。

　さて、上記のような産業像を島根において具体化するためには、行政はとの

ような分野を選択しとのような政策として展開すれは良いのだろうか。

　成熟型会において開発指向型の企業群を擁し高福祉型の分散分権杜会構造を

実現している例として、世界的には北欧諸国がそのひとつの典型といえる。こ

こでは北欧における産業ソステムと島根県における過疎地域の開発型企業を参

考に提示して、日本の過疎地域における新産業システムの将来像を、生活の質

を高める需要に対応する産業：QOL（Qua11ty　of　L1fe）産業と規定し、Q0L

産業を核とした企業ネットワークによる地域経営へのシナリオを検討してみる

こととする。

4）デンマーク竜Vlborg郡における産業発展プログラムと環境産業ネットワーク

　日本では北欧は福祉先進国としてよく知られているが、早くから成熟社会を

経験してきたヨーロッパにおいて、辺境の農業国であったテンマークやスエー

テンで多数の小規模企業群が育ち、国際的な商晶を供給していることにはそれ

ほど関心が寄せられていない。特にデンマークでは世界的に有力な大企業は見

当たらず都市への人口集中も低いレベルにととまっていることから、農林水産

業と小規模企業（Hand　Craft　Ma㎜factures）が経済活動の相当部分を担って

いる。（表3、表4）

　Viborg郡はデンマークのユトランド半島北西部にあり17の基礎自治体（KO

MUNE）を擁しているが、この20年間人口流出が続き経済活力が低い地域と

してEUの欧州地域開発基金（ERDF）など複数の基金からの資金援助を得て地
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域開発プロクラムを策定し雇用の創出や失業率の改善をはかっており、成熟社

会であるデンマークのこの地域における産業政策は島根県の今後の産業政策を

考察する上で示唆するものが多くある。

　プロクラムの詳細にわたる検討はここでの目的ではないので本稿に関連する

部分のみを引用すると、まず言うまでもないことであるが小規模企業が多数を

占めているにもかかわらずEUをはじめとする外国を対象とした製晶輸出に対

する強い政策の方向つけが明確であ久小規模企業の発展段階ごとに、必要と

される専門家を企業が雇うための直接的な助成策をきめ細かく展開しているこ

と、また自治体と企業の協力を幅広く認め自治体の業務の企業化や、企業化さ

れたノウハウの輸出に関して自治体と企業が共同で業務を処理することが法的

に認められ（19）、実際東欧諸国に対して、郡や基礎自治体のレベルで行政と事業

者が協力しての生物資源型リサイクルシステムの売り込みをしているなど、自

治体が企業活動の活性化と展開のために積極的に関与する内容となっている。

（表5）

　　　　表5　小規模企業の拡大過程における各段階の特徴と二一ズ

The transitiom betweem the phase The transition between the phase Courtimued expaEasio~ an~ 

of entrepreneurship and the phase of efficiency and the phase of ex- develo prroeut 

of efficieEacy pansion and development 

- One manager organization - A need･ror specialists / "Hire a - Strengthened demand for a 

- Increase in profit,maximisation manager" scheme dynamic management, incl.: 

- The specia[ization of functions Focus on' innovatory act[vities - Development of competen-

- New administrative and controiling - A conscious strategy for growth ces m management 

systems - Establishing management and - Professional Boards 

~ Product and market deveiopment organizational competences - Shifts In responsibility and 

- Increase in the number of - Further market developmeni powers 

subcontraciors - Export initiatives, f.ex. Iocal pro- - Flexibility in organization and 

mo[ion on individual markets openness to adjustments 

資料　Viborg　County 「The　Business　Deve1opment　Program1994－1997」から引用
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　このような行政の姿勢を受けて、Viborg郡では、各自治体で国際的に活躍

している中小の環境関連企業群が育って活発な活動を展開している。特に伝統

産業であるタイルの地盤低化を補って成長しているのが国際的な評価が確立し

ている風力発電技術やバイオマスを利用するリサイクルシステムやコジェネプ

ラントェンジニァリングである。ここではバイオマス利用技術にかかわる企業

群の活動の一例を紹介してみよう。

　V1borgに本社を置くB1op1an社は1988年に3人の研究者（生物学、経済学専

門）によって創設されたコンサルテーションとエンジニァリングを業務内容と

する会社である。B1op1an社は当初からこの地方に展開しているコンポスト⑧

ごみの処理とリサイクル、木材チップのカス化処理、汚水処理、生物カス発電

などの中小の非常に技術水準の高い専門企業と協力してそれらの技術を組み合

わせ、地域社会における環境技術をEU内に販売し、現在従業員数30名、27の

プロジェクトに取り組んでいる。必要な場合には地元自治体とも組んで販路を

東欧諸国まで伸ばし始めたところである◎デンマークのバイオガス技術の高さ

は国際的にも他の追随を許さないものとして定着しているが㍉この会社は大規

模なプラントには手を出さず（最大2百万トル）地域の農家から出る2千トル

規模のこく小規模の畜産廃棄物の処理まで手がけて地域社会の環境改善に貢献

していることを誇りにしている。B1op1an社はかりでなく、V1borg郡において

はこのような柔軟な企業ネットワークや自治体との共同活動が日常的に見られ、

V1borg近郊のHemmgにあるGreen　C1ty　Denmark杜のように、行政と企業お

よぴ研究機関との共同事業を仲介して国際的に地域の環境産業をPRし国際的

な研修の受け入れまでカバーする企業として各国から視察が相次いでいる企業

も出てきている。

5）島根県におけるQOL産業の先進例：中村プレイス（2Φ

　島根県は過疎地域で産業活動の基盤が貧弱なため企業立地には向いていない

という一般の理解は、行政の施策レベルでは説得的であっても、個々の企業の

在り方からみればそれは企業家精神の衰弱した言い訳に過ぎない。本来企業活
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動は政府の介入を最小限に抑え、自由な創意と競争によって豊かな社会をみず

から作り出すものであり、政府は企業活動の弊害を最小限に抑えるためにその

活動に介入することが原則のはずである。

　その意味で島根の産業衰退の現状を行政の施策の不十分さと公共事業への安

易な依存に求める議論は、企業の論理から言えは真実の半面を突いているにす

ぎず、企業家が行政への甘えと待ちの姿勢を払拭し創意とチャレンジ精神の欠

如を乗り越える気運が民間側で高まらない限り地域産業の活性化は達成できな

いはずである。

　島根県においても企業家精神を発揮して積極的な経営を展開し、国際的な評

価を獲得している企業が少なからず存在していることは、一般に言われている

大規模工業団地造成や大企業誘致なとの客観的な条件が欠けていても、個々の

企業活動はそれを乗り越える契機を持つことができることを示している。この

ような企業活動に関する情報が島根県の官民双方で共有され、それらの事例か

ら真に開発指向型の企業群が島根県で定着するために最低限必要な措置が政策

として明確化されることが望ましい。

　ここで中村フレイスの事例を検討するのは、国際的に評価されている開発指

向型企業の成功例としてというよりは、QOL産業の典型例としてその内容と

事業の発展性を検討するためである。

　義肢鱈装具爾医療機器の製造販売を業務内容とする会社である中村ブレイス

は、1974年島根県の大田市大森町にある石見銀山のまちなみの中に立地しスター

トした。江戸時代に栄えた石見銀山の銀の産出が跡絶えたことで大森町は歴史

から消えたようにさびれてしまったが、典梨的な過疎地域となった大森町で、

現在同社は従業員50名、売り上げ高6．8億臥9か国の国際特許を持って世界1

3か国に取引先を持ち、国際的な評価を受けて売り上げを年約10％程度伸ばし

てきている。最近は特に業績が順調であり、今後売り上げ高の伸びがさらに高

まることが予想されるとともに従業員の増員が必要になっている。

　過疎地の典型とも言える大森町で為日本の製造業の空洞化がいたるところで

社会をきしませている現在、手作業が製晶製作のほとんとを占める典型的労働
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集約型企業の中村フレイスが好調に経営されているのはなぜなのだろうか。

会社の経営が順調に発展するためにはいくっかの条件が組み合わさることが必

要であるが、中村フレイスの場合には基本的に6っの条件が特徴的である。

　（1）義肢や装具は基本的に単晶注文生産であり大量生産になじまない。

　（ii）直接人体に触れまた人間の機能の一部を代行するものであるため、常に

　　より抵抗感なく使用できるものが求められ、絶えさる技術の蓄積と技術革

　　新が必要である。

　（iii）義肢憾装具とも、ものとしての機能だけではなく、メンタルな信頼感や

　　信用が決定的であり、確かな技術力とともにユーザーの生活や人間性を受

　　け止めて製晶として表現する能カが求められる。

　（iV）手作業が中心であり技術習得に長時問を要することから、事業の拡大は

　　比較的緩やかであり、開発や生産設備に大規模な投資をするリスクが軽減

　　できた。

　（V）需要がなくなることはなく浅また社会が成熟するにしたがって要求がよ

　　り高度になるために常に新しい需要が生まれる。

　（Yi）人問の体を対象とすることで地域や国境の壁を超えて技術を通用させら

　　れる。

そして同社の場合上記の条件は次のように経営戦略に生かされている。

（i）社員の研修に十分な時問をかけ明るい職場環境を作り出しながら若手の

多い同社で局度な技術の維持してきている。

（11）同社の歴史を通して技術開発に対する社内協調体制と開発技術への信頼

　を維持し、時代に対応したより高度なコンセプトを打ち出してきたこと。

（111）地域の狭い市場ではなく世界を相手にして開発生産および販売の戦略を

　たて情報の収集と発信を進めてきたこと。

（iV）石見銀山という過疎地を生かして、都会では得られない自然環境とまち

　なみによる精神的付加価値をサービスとして提供したこと、

（Y）経営者の人間性が同社の高度な技術蓄積と周辺環境を統合して、ユーザー
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にモノとしての充足以上の人問性の回復を感じさせる関係を作り出してい

ること。

　このように、中村ブレイスの経営は、単に小規模企業に向いた需要を探し出

してそれに適合する商晶を局度な技術で開発して市場を獲得するという以上の

一意味を持っている。端的に言えば、それは従来の企業活動がよりよいものをよ

り安価に供給することで需要に応え企業経営を維持発展させようとしてきたこ

とに対して、人間としてよりよく生きることを実現すること、あるいは人の人

生に寄り添ってその精神的充足にまでかかわるという、哲学や美学の分野まで

およぷ企業経営を想定させるものでさえある。同社が昨年メディカルアート研

究所を設置したことは、まさにそのような新たな企業のコンセプトを目指して

いることを示している。

5）QOL産業の基本概念

　以上の事例を踏まえ、島根県が施策を展開すべきQOL産業についてその基

本的な概念を提示してみよう。

＊1対象となる分野

　　福祉⑧環境⑤健康など人問生活を質的に豊かにし、あるいは失われた人間

　　的機能を回復させるもの。製造業⑳サービス業を含むが現行の産業分類に

　　は適合しない。

＊2事業規模

　　中小企業特に小規模企業が重要である。

＊3企業の類型

　　技術⑧製品開発型、技術and／Or労働集約型、高付加価値、生活技術対応

＊4雇用形態

　　研究開発担当セクション（常勤）、製造技術担当セクション（常勤、非常

　　勤）経営管理⑧事務（常勤）、その他

＊5地理的配置
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　政策的には県内分散型

＊6基盤整備

　　局度情報ネットワーク、ヒューマンネットワーク拠点、研究開発拠点、人

　材対応型助成措置、製品開発支援、市場調査および市場開拓支援企業化支

　援、経営管理支援、ベンチャー支援へのっなき措置

6）QOL企業ネットワーク育成のためのプ回グラム

　次に、QOL指向型産業を定着させ、企業問の情報交換を1次情報のレベル

まで高めることによって異業種間の技術融合を促進してイノベーションを加遠

するためのネットワーク確立までを展望したプロクラムについて考察して見よ

う。

　ただしこのプログラムはベンチャー企業育成とは異なり、企業そのものを育

成支援するものではなく、起業の素になる開発すべきアイティアや技術と人材

をセットで島根県に導入し、その人材の責任でアイディアや技術を製晶化し起

業するためのものである。したがって、特定の人とアイディァを対象とした事

業がその主体となるわけで、起業を対象とするベンチャー育成とは基本的に異

なった行政手法が必要であり、むしろベンチャーを地域社会に造り出すための

前段にある政策として展開されるいう特徴を持っている。

　またこのプロクラムは、特定の産業分野のシードの芽出しから企業化の定着

までを一貫して支援するが、企業の育成が最終目的ではなく企業ネットワーク

の確立による新たな活性化された地域産業構造の構築が最終的な目的である。

なんとなれは、技術の開発やフレイクスルーを実現するためには企業単体より

もネットワーク化された企業群による方がはるかに有利であることと、技術集

約産業の発展には周辺技術の集積が重要であり、企業のネットワーク化はそれ

自体周辺技術の集積であるとともに、その集積が更に裾野となる関連企業を生

み出して相乗的に雇用を増加させるからである。

それではQ0L産業の素になるシードと能力を持った人材1辛・どのようにす
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れば発掘できるのだろうか。残念ながらトップレベルの才能を持った人材を島

根の内部だけで相当数調達することは島根の現状を見る限り現実的ではないだ

ろう。外部からの人材は、起業家精神を島根に吹き込み冒険をしたがらないと

言われる島根の現状を変えてその潜在力が顕在化するまでのっなぎというだけ

にとどまらず、流動性を失っている島根県全体に外の世界の新鮮な動きを雇用

を伴ってもたらし、揺り動かす効果が期待できるであろう。

　外部人材の確保に関して…1えは、当分の間は島根県にとって有利な状況にあ

ると考えられる。もっとも豊富な人材源は、大企業を中心とした既存の企業内

部である。成長経済の波に乗って大量採用された優秀な人材が産業構造の転換

と業務のOA化の進展によって大量に余り、企業内部でその才能やアイティア

を埋もれさせたままになっているのは周知のとおりである。米国の場合は、人

材の流動性が高く起業に対する制度的風土的条件が整っているために、それら

の人材の多くがベンチャービジネスを興し、そのことが米国経済の活性化と技

術革新を進めたと言われている。

　日本の大企業においても優秀な余剰人材が同じように起業に転じていれば、

日本の産業は中小企業を中心に活況を取り戻し活性化する可能性があっただろ

う。しかし日本では余剰人材はほとんと企業を離れようとはしていない。日本

の社会では、どれほど素晴しいアイティァを持っていようと会社を離れた資産

のない個人に資金提供することは基本的に考えられないし、制度的支援策もほ

とんど期待できない。会社をやめた瞬問から食べることと企業化することの二

重の困難さが襲ってくることを考えれば、そのような人材が企業からスピンア

ウトしない選択に傾くのは当然であろう。

　したがってそのような人材を企業から引き出し島根に導入するための条件は、

まず個人に対する所得保証を可能にする仕組を作り、その人材が生活にわずら

わされず研究開発および製晶化に没頭できるための環境を整備することである。

従来産業政策においては所得保証という支援概念は存在しなかったので、その

ような財政支出を正当化できる理論構成と手続きの設定が必要であろうが、Q

OL産業ネットワークの構築自体が中山間地域における社会システムの維持に
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かかわる総合政策の面を持っていることに注目すれは、必ずしも不可能とはい

えないであろう。

　一つの例として、10年問にわたって、毎年20のアイティァを全国から公募し、

採用された人材に対して所得保証として年問1千万円⑧5年間を限度として支

給してQOL産業の育成をする場合を想定してみよう。

人材の募集はQOL関連分野である、福祉⑧環境⑧健康に関するアイディァや

技術を対象とし、選考審査は現役の指導的企業経営者と専門家など高度な知識

経験を持っ審査員のみで構成される審査委員会が責任を負う。

選考の合格者は、県内市町村との面接を経て各市町村に分散居住し、．その地域

で最長3年問アイティの製晶化期間と最長2年間の企業化期間、合計で最長5

年間起業化に取り組む。

　開発期問中、本人は情報ネットワークの無条件利用と、ソフトビジネスパー

クの施設など開発に関係するすべての県内公共施設の優先利用権を持っ。また、

毎月一度ソフトビジネスパークに集合することが義務づけられ、その際に研究

情報の発表⑧交換と必要な研修を行うとともにヒューマンネットワークをつく

る機会を持っ。

　行政は、開発のために必要な技術援助亀試作⑧市場調査⑱研修亀デザイン麿

販売ルートの開拓なとの支援策を一人当り年間1千万円を限度に実施する。

開発に成功し起業化された段階で、支援策はベンチャー支援に切り替えられる。

また、支援を受けた者は、起業後10年間は島根県内の開発を行った地域に本社

を置き、事業を推進しなければならない。

　また開発対象事業は年1回その進捗状況を審査会で審査し、3年以上経過し

ても起業化の見込みが立たない場合には助成を打ち切る。

　このプログラムに関するコストベネフィットははどうなるのだろうか。プロ

グラムの本来の目的は地域産業育成にあるが、プログラムヘの投資の収支バラ

ンスは地域活性化への効果を知る上で重要である、ただしプロクラム自身が起
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業支援という不確定要素を含んでいるために、今事前にその予測をすることは

困難であるので、一応の目安としてラフな想定による予測をして見よう。

　まずこのプロクラムを展開するために必要な予算は所得保証分として最大、

20人X1000万円X5年X1O年＝100億円、初年度予算は2億臥最大の年度予算

は10億円となる。また、周辺支援事業としてはおおむね所得保証の％程度を見

込んでおく必要があるだろう。したがってそのような条件では10年問に必要な

予算総額は最大150億円と見込まれる。なおこの場合、通常の産業基盤整備に

必要とされる工業団地開発なとへの財政支出は基本的に不要であることを注意

しておきたい。

　これに対して、起業の成功率を30％、企業のモテルを現在時点の中村フレイ

ス程度として平均従業員数50名、平均売上高を7億円とすると、プログラム終

了時点で、育成された企業だけの年問総売上高420億円、一人あたり平均所得

を600万円とすると雇用創出3000名に対して、地域社会に対する所得寄与総額

は180億円である。企業の実態がまだ見えないために、企業ネットワーク化と

関連産業の活性化による地域経済に対する波及効果をあらかじめ推定すること

は難しいが、まったく新たに事業活動と雇用が生まれることを考えると、この

程度の直接的な経済効果が期待できれば、波及効果も含めて、行政による財政

投資に対する地域社会への還元はかなり効率よく行えると予測され、所得保証

政策に対する地域住民の理解も十分得られるものと考えられる。

5）都市と農村の共存を実現するインフラ整備の内容

　さて最後に、中核的都市と中山間地の共存と役割分担を支える、基盤として

の公共投資の在り方に触れておきたい。大都市圏への人口集中が終わり多極分

散型国土開発に向けて人口回帰が始まった現段階で、最も懸念されるのは県内

における都市への人口集中と中山間地のコミュニティの空洞化⑧崩壊によって

起きる新過疎化現象であることは先に述べた。

　しかし、新過疎化現象は、東県一極集中時代の過疎化と決定的に違っている

点がある。それは、局度成長期をにおける過疎化は人口流出先が首都圏や太平
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洋ベルト地帯であることに対して、現在進行しようとしている新過疎化は、県

内という比較的狭い範囲での人口のアンハランスな配置が原因であから、産業

政策と公共事業の展開の仕方によっては、県レベルでの対策が可能なことであ

る。

　その施策の方向性にっいては第2章で述べたが、政策目的達成にかかる期間

や経済活動の規模の面から、上に見たような技術開発指向型中小企業を中山商

地に分散配置することで直ちに雇用禽所得の両面で新過疎現象を止めるには十

分ではないだろう。したがって、県内における人口の分散配置には、当面Q0

L産業の育成をはかりながら、中山間地における定住人口の確保と都市部にお

ける昼間人口の吸収を可能とする中核都市における都市機能整備⑧地方道を中

心とする交通基盤整備および中山問地域における定住基盤の整備にかかる椙当

規模の公共事業を展開し、段階的に公共事業依存から解放されるための新たな

公共事業政策が必要である。

　＊1中核的都市周辺に分散された定住人口が、県内どこからでも通勤や消費

のために近隣の都市に1時間以内で昼間⑧交流人口として流入できる道路網整

備の必要性。

　通勤時問最大1時問以内を新過疎問題に対処できる交通環境とすれは、現状

で島根県の地方道整備は明らかに新過疎問題に対応できる方向で進められてい

ない。現状では、県内の山間部から松江審出雲地区か、浜田⑧益田地区のいず

れかの中核都市部に、季節を問わず1時問以内で通勤可能な地域はかなり限ら

れている。特に冬の積雪を考慮すると、今後山間部にはトンネルを主体として

都市と直線的に結ばれた道路が必要になる。

　また㌻都市部では、松江浜田両中枢都市における都市機能の集積と純化を進

めるとともに、各地から集まる通勤用車両をさばき吸収するバイパスや周縁道

路なとの交通インフラの整備、都心部への集中を避ける機能分散型の都市計画

の推進などが求められる。

　これらの公共事業が従来のものと違うのは、公共事業の量を確保するための

公共事業ではなく、都市と農村の機能分化を定住人口と昼問人口の面からとら
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え、交通基盤の整備によって双方の地域社会の機能保全と活性化を通じた共存

を実現することを目的としていることである。

　投資規模は相当大きなものになるが、それは当面地元企業に投下される公共

事業の量の確保に役立ち、さらに長期的には自立的地域社会の発展を促して、

公共事業に対する依存度を減らす効果をもたらすものとして地域にとって真に

必要な公共事業であり、地域社会構造転換のための新しい公共事業の在り方を

提起するものとして政府の対応を積極的に求める価値があるといえよう。

　＊2中枢都市部における定住人口増の穏やかな抑制と、中山間地における低

廉で質の高い公営住宅の建設による定住人口の誘致。

回帰人口の受け皿が雇用と住宅であることは論を待たない。都会から回帰する

多くの人々にとって島根の魅力はその自然環境にあり、住宅事情さえ良けれは

通勤に多少の負担があっても、豊かな自然の中での生活を選択する可能性はか

なり高いものと思われる。

　したがって、先の道路環境の整備と併せて、少なくとも県のレベルでは中核

的都市における公営住宅建設に緩い抑制をかけて、逆に農村部では逆に低廉で

質の高い公営住宅建設を誘琴する指導や独自の補助制度の整傭などによって、

積極的に公営住宅を増やす施策を展開するべきである。

公営住宅による定住化促進に関しては、岡山県加茂川町における事例が参考に

なる。（21）岡山県の中央に位置する加茂川町は、山林と農地に囲まれた典型的な

過疎地域そあり、この30年問で人口が10，651人から6，560人に減少し高齢化率

も31．7％とかなり高い水準にある。しかし同町では1991年に6，518人と人口が

底を打って以来、横這いか若干の増加を記録している。その理由は、同町を通

る国道429号線が岡山まで拡巾整備されて従来岡山まで1時間程度を要してい

た交通事情が40分程度に改善され通勤可能になったことと平行して、若年者向

けの小型町営住宅団地を次々と建設したことによって、若者の流出が止まり人

口が下げ止まったのである。町では今後さらに公営住宅分譲を進めるなど、定

住人口の定着と増加をはかっていく施策を進めているが、国道整備と公営住宅

整備がもたらした人口定着は町の表情を明るいものにしている。
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　企業立地と違い、人口の定着は地域社会に直接的な経済的効果をもたらす影

響力は比較的少ないが、中山間地における地域物質循環システムの維持など、

コミュニティの再生や活性化を通じた地域の自然環境や社会環境全般に与える

影響はむしろ企業活動よりも本質的な重要さを持ちその及ほす範囲も広い。活

力のあるコミュニティの維持は、その意味で地域の財産を保全し経済活動を活

性化する基盤として、地域の自立的な発展に結び付く政策的な重要課題であり、

産業政策や公共事業政策を含む多角的な行政のアプローチが求められている。

⑯資料　島根県第2次中期計画

（1の例えば島根県資料　新産業創出アクションプログラム

⑱ただしEUの基準では企業規模の定義は中規模企業250人～50人、小規模企業50人以

　下であるのに対して、スエーデンが中規模企業50～200人、小規模企業50人以下で

　あり、デンマークでは中規模企業10～100人、小規模企業10人以下でなと、基準が

　違うことに注意

（捌V1borg　County　資料　The　Bus1ness　Deve1op皿enもProgram　1994－1997

⑫Φ筆者のインタビューによる

帥筆者のヒアリングによる

結　　語

　島根県の自立的な発展のために必要な産業政策とそれを展開するためのプロ

グラムについて、高度成長期に日本経済の発展の裏側としての過疎問題を否応

無く抱え込み活力を失って中央依存型の地域社会になった島根県が、高度成長

以後の分散⑱分権型に向かう日本の社会構造の転換をどのように受け止め自立

的な地域社会形成に向かうべきかを、QOL（Qua11ty　of　L1fe）産業を軸とす

る産業政策及び公共事業政策の面から論じた。結論としてはQOL産業を企業

ネットワークとして島根県で展開する可能性は十分あるが、それとともに県内

の人口配置を分散型にして中山問地域における社会システムを維持するために

は、公共事業政策を再検討し、中山間地域における定住人口の定着と中核都市
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圏における昼間人口の確保を実現するための道路及び公共住宅の早急な整傭が

必要である。

　島根県に見る中山間地域の過疎の進行は、もはや地域社会システムの崩壊を

もたらし、近い将来人口回帰が不可能な地域を大量に生み出しかねない瀬戸際

まで来ているのではないだろうか。政策の大胆な転換は多くの困難をともなう

が、問題を解決するための方策は決して無いのではなく、自らが考え自らが日

本の先進県になるという強い思思をもって挑戦する意識改革によって、大胆な

政策形成を行うことこそが必要である。危機的状況を正面から認識して地域社

会の再生のために必要な政策を住民に問いかけ、地域のチャレンジ精神を呼び

起こすことも行政の責任の一端であろう。

　本稿は島根県の地域経営に関する試論として提起したものであるが、本稿が

より多くの視点からの議論を呼び起こし、地域の活力が取り戻されるきっかけ

のひとつになれば幸いである。


